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CASE＝⾃動⾞産業の今後を象徴する造語

C A S E
“Connected”

つながるクルマ
“Shared & Service”
カーシェアリングと

関連サービス

“Autonomous”
⾃動運転

“Electric”
電気⾃動⾞

CASEは、Connected（コネクテッド）、Autonomous（⾃動運転）、Shared & Services（カーシェア
リングとサービス）、Electric（電気⾃動⾞）の頭⽂字をとった造語。2016年のパリモーターショーにお
いて、ダイムラーAGのCEOディーター・ツェッチェが発表した中⻑期戦略の説明中に使⽤したもの。以
来⾃動⾞産業の“今後”を象徴する⾔葉として⼀般化





CASE＝⾃動⾞産業の今後を象徴する造語

C
A

S
E

CASEの４要素は全て密接に繋がっている

例えば：コネクテッド機能を搭載した完全⾃動運転EVの無⼈タクシー
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⾃動運転とは

レベル1-3（監督者は⼈間）
Ø ⼈間の管理下でセンサー、カメラ、GPS、AI等を駆使して⾞
両が⾃律的に運転する

レベル4-5（監督者は⾞）
Ø ⾞両は⼈間の管理下になく、センサー、カメラ、GPS、AI等
を駆使して⾞両が⾃律的に運転する



⾃動運転技術の種類-1

⾞両

⼈



⾃動運転レベル１



⾃動運転レベル2



⾃動運転レベル3



⾃動運転レベル4



⾃動運転のメリット
Ø 交通事故リスクの低減（ヒューマンエラーの排除）
Ø 交通違反の消滅（反則⾦総額：年間500億円）
Ø 道路空間の有効利⽤と渋滞緩和
Ø 駐⾞場⽤地の有効活⽤
Ø 地⽅都市における公共交通の確保
Ø ドライバー不⾜の解消
Ø 環境負荷の低減効果
Ø 運転していた時間が可処分時間に
Ø 宅配便等ロジスティックコストの低減



⾃動運転のイメージ

2023年2⽉ウェブクルー調査



⾃動運転のイメージ

2020年4⽉エアトリ調査



⾃動運転のイメージ

KPMG調査

我が国では2025年にむけて⾃動運転を実⽤化する動きが進められていますが、そのような取組み
が進められていることを知っていますか。



⾃動運転のイメージ＝ネガティブ要因

完全な⾃動運転の⾞についてあなたの最⼤の懸念はなんですか？

2020年4⽉エアトリ調査
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⾃動運転の歴史＝基礎研究の時代（1940年〜2005年）
基礎研究の時代（1940年〜2005年）
Ø1940年：ニューヨーク万国博覧会でGMが近未来の⾃動運転構想を披露
Ø1958年：GMが誘導ケーブル⽅式の⾃動運転技術を披露
Ø1960年：スタンフォード⼤学が映像情報による遠隔制御技術の研究を開始
Ø1960年代：⽇本でも産総研で誘導ケーブル⽅式の⾃動運転研究がスタート
Ø1977年：機械技術研究所が世界初のマシンビジョン⾃動運転⾞を開発
Ø1986年：ダイムラーAGでプロメテウスプロジェクト開始 パリ-シュツッ
トガルト間を⾃動⾛⾏

Ø1995年：カーネギーメロン⼤学が98％の部分を⾃動運転によりアメリカ
⼤陸4800kmを横断

Ø2004年：DARPAグランドチャレンジ開催、Googleなどの⾃動運転参⼊を
促す



⾃動運転の歴史＝実⽤技術への開発開始から現在へ2009-2023年）

実⽤技術への開発開始から現在へ（2009年〜現在）
Ø2009年：Google⾃動運転開発参⼊ 現在のWaymoへとつながる
Ø2016年：SAE⾃動運転レベル（レベル1〜5）が世界スタンダードに。 CASE概
念誕⽣

Ø2017年：ドイツでレベル3を可能にする道路交通法が成⽴
Ø2018年：Google Waymo世界初の⾃動運転タクシーの商⽤サービス開始
Ø2021年：トヨタ、Woven city着⼯ JaguarLandRover “Smart city Hub”発表

ホンダ、レベル3⾞両発売
Ø2022年：世界各国でレベル4実現可能な法体制、⾃動運転デバイスのスタート

アップ適者⽣存の時代へ
Ø2023年：レベル３市販化元年？メルセデスベンツ、BMW、ボルボ、韓国現代な

ど続々商品投⼊
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⾃動運転の現状（2022年末）
レベル１：市販⾞でもスタンダード化が進む

衝突被害軽減ブレーキ、レーン・キープ・アシスト（LKA)、アダプティブ・
クルーズ・コントロール（ACC)等

レベル２：市販⾞における主⼒製品となっている
ハンズフリー機能、トヨタ、⽇産、ホンダ、スバル、GM、フォード、メル
セデスベンツ、BMW

レベル３：市販⾞の発売予定が⽬⽩押し
ホンダ（既発売済）、メルセデスベンツ、BMW、ボルボ、現代、発売予定

レベル４：Waymoなどすでにサービス開始
Waymoがアリゾナ州で⾃動運転タクシーのサービスを開始、カリフォルニア
へのエリア拡⼤、中国上海、北京、深圳でBaidu、WeRide、AutoX、
Pony.aiサービス開始

レベル５：現在の技術⽔準では実現困難、参⼊公表メーカーはない



⾃動運転の参⼊企業＝完成⾞及び⾃動運転システム

•
OEM（⾃動⾞メーカー）
ほぼ全てのメーカーがレベル３までの参⼊を公表

IT企業
Google（Waymo)
Apple
Amazon（ZooX)

Tier1部品メーカー
ü Benteler（Holon)
ü Magna
ü 多くのメーカーがセンサー関連で参⼊



⾃動運転の参⼊企業＝スタートアップ

•

スタートアップ
ü Turing
ü ティアフォー
ü May Mobility
ü FiveAI
ü NAVYA
ü Easy Mile
ü Einride
ü Almotive
ü AutoX
ü WeRide
ü Innoviz
ü Luminar
ü Velodyne
ü Mobil I
ü Aeva
ü Aeye
ü Cepton
Etc….



テクノロジー企業の参⼊
•

KPMG調べ

次の⼤⼿テクノロジー企業は、⾃社ブランドの⾞を開発して⾃動⾞市場に参⼊すると思いますか？



•

特許出願件数ランキング



⽶国における⾃動運転実装距離＝メーカー別

2022年2⽉⽶国DMV公表



•

中国メーカーの取組み



ティアフォーの取組み＝遠隔監視⾃動運転

•





⾃動運転各社のアプローチ＝テスラと他メーカーの違い

テスラのアプローチ（ビジョン⽅式）
カメラが⼈間の⽬の役割をする、⽬で⾒た通りの画像を脳の役割のAIが分析し判断する。⼈
間の運転メカニズムに限りなく近い。
オートパイロットをオフにしている時でもAIがドライバーの⾛⾏を予測し、実際の⾛⾏との
差分を分析し、学習している。このデータが45億Kmあり。最⼤の利点は⾼精度３次元マッ
プが要らないこと ⽇本のスタートアップであるTuring（チューリング）と中国のWe Ride
も同じ⽅式でLevel５の⾃動運転⾞を狙う。

他メーカーのアプローチ（ジオメトリー⽅式）
カメラ、LiDAR、ミリ波レーダーで周辺環境を分析し、⾼精細３次元マップのデータをもと
に、コンピューターが判断する。機械の域は超えず。
⾼精度３次元マップのある場所であれば⾛⾏可能。（⾔い換えれば、地図がないと⾛⾏不可
能）



⾃動運転（テスラ⽅式）



⾃動運転（テスラ⽅式＝チューリング）



⾃動運転（ジオメトリー⽅式＝メルセデスベンツ）



⾼精度３次元マップ
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⾃動運転市場規模＝レベル別出荷予測
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⾃動運転の今後のロードマップ



⾃動運転の今後の課題

Ø 事故責任の所在
Ø 交通違反の当事者認定
Ø 国際的なルール作り（ジュネーブ条約、ウィーン条約の改訂）
Ø 外部情報の共有インフラの整備（コネクテッドカー活⽤）
Ø ハッキング防⽌、盗難対策の策定
Ø AIの精度向上
Ø ⾃動運転技術を活かした街作り



⾃動運転の法的課題＝事故における責任の所在

Ø レベル２：運転者に管理責任があるため、運転者の責任
Ø レベル３：⾃動運転中も運転者がいつでも介⼊できるため、運転者
の管理下にあるということになり、運転者の責任

Ø レベル４-5：運転者は運転に介⼊しないため、新たな問題が発⽣
ü ⾃動⾞の問題による場合のPL法の運⽤改訂要
ü 事故の際の過失割合の複雑化（従来の事故に⽐べ関係者の数が増加）
ü サイバーリスクの⾼まりへの対応
ü 基本運⾏OSの設定（トロッコ問題等基本的、倫理的問題に決着要）



⾃動運転技術を活かした街作り


